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１ 報告書の目的 

本報告書は、電気通信事業法（昭和 59 法律第 86 号。以下「事業法」という。）第 34 条

第６項の規定に従い、告示（「電気通信事業法第 34 条第１項及び電気通信事業法施行規則

（昭和 60 年郵政省令第 25 号。以下「施行規則」という。）第 23 条の９の２第１項の規定

に基づき、他の電気通信事業者の電気通信設備との適正かつ円滑な接続を確保すべき電気

通信設備を指定する件」（平成 14 年２月７日総務省告示第 72 号））において指定された当

社の第二種指定電気通信設備※の接続に関する会計の基準、計算の結果その他法令に定め

られた事項を広く一般に公表するために作成し、接続料の適正且つ円滑な算定に資するこ

とを目的としております。 

 ※「第二種指定電気通信設備」については、「第四部 参考情報 ４ 用語解説」をご参照ください。 

 

【参考】 

■事業法第 34 条第６項 

 第二種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者は、総務省令で定めるところにより、第二種指定電

気通信設備との接続に関する会計を整理し、及びこれに基づき当該接続に関する収支の状況その他総務省

令で定める事項を公表しなければならない。 

 

２ 根拠法令等 
本報告書は、以下の法令の規定に基づいて作成しております。 

  ・電気通信事業法 

   （昭和 59 年法律第 86 号） 

  ・第二種指定電気通信設備接続会計規則 

   （平成 23 年３月 31 日総務省令第 24 号。以下「二種接続会計規則」という。） 

 

３ 会計処理の基準 
（１） 事業会計規則に基づく会計（財務会計）との関連 

    当社は、電気通信事業会計規則（昭和 60 年４月１日郵政省令第 26 号。以下「会計規 

則」という。）に定める基準に従って会計を整理し、事業年度における財政状態及び経営

成績を明らかにしております。（以下「財務会計」という。） 

 二種接続会計規則に基づく会計（以下「接続会計」という。）は、財務会計で整理され

た電気通信事業にかかる費用、収益を、移動電気通信役務収支表の役務の種類に適正に

区分して整理するものであります。 

  また、財務会計においては発生しない移動電気通信役務と移動電気通信役務以外の電

気通信役務との取引については、振替によって整理を行っております。 

（２）  その他（第二種指定電気通信設備と他の電気通信事業者の電気通信設備の接続

に関する会計の整理に係る重要な変更等） 

該当事項はありません。 
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４ 接続会計財務諸表の構成 

（１） 貸借対照表 

    二種接続会計規則第４条の規定により準用する会計規則第５条前段の規定に従って作

成しております。 

（２） 損益計算書 

    二種接続会計規則第４条の規定により準用する会計規則第５条前段の規定に従って作

成しております。 

 （３） 個別注記表 

    二種接続会計規則第５条の規定により別表第一に定める個別注記表を作成しておりま

す。 

 （４） 移動電気通信役務収支表 

   営業収益 

役務の種類毎に整理した営業収益を記載しております。 

営業費用 

役務の種類毎に整理した営業費用を記載しております。 

営業費 

 役務の種類毎に整理した営業費を記載しております。 

運用費 

 役務の種類毎に整理した運用費を記載しております。 

施設保全費 

 役務の種類毎に整理した施設保全費を記載しております。 

共通費 

 役務の種類毎に整理した共通費を記載しております。 

管理費 

役務の種類毎に整理した管理費を記載しております。 

試験研究費 

 役務の種類毎に整理した試験研究費を記載しております。 

減価償却費 

 役務の種類毎に整理した減価償却費を記載しております。 

固定資産除却費 

 役務の種類毎に整理した固定資産除却費を記載しております。 

通信設備使用料 

 役務の種類毎に整理した通信設備使用料を記載しております。 

租税公課 

 役務の種類毎に整理した租税公課を記載しております。 

営業利益 

 役務の種類毎に整理した営業利益を記載しております。 
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５ 計算結果証明報告の紹介 

    二種接続会計規則第 11 条の規定に従い、接続会計財務諸表が二種接続会計規則に基づいて

適正に作成されていることについて、職業的に資格のある会計監査人の調査を受け、「第二部 

計算結果証明報告」に収録した検証報告書を受領しております。 

 

６ 第３条第１項ただし書の許可事項 

  該当事項はありません。 
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第二部 計算結果証明報告 
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１ 責任範囲 
２ 証明の基準 
３ 計算結果証明 

 

    

上記について、次の通り会計監査人からの検証報告書を受領しております。 

    なお、貸借対照表、損益計算書及び個別注記表については、第 29 期事業年度の計算書

類として、接続会計に準拠して会社法第 436 条第２項第１号の規定に基づき、監査法人

から監査報告書を受領しております。当社ホームページの事業報告書及び個別注記表を

ご参照ください。 

 

http://www.kddi.com/corporate/ir/library/jigyo_hokoku/index.html 
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独立した監査法人の検証報告書 

平成２５年６月２０日 

Ｋ Ｄ Ｄ Ｉ 株 式 会 社 

取 締 役 会 御 中 

京 都 監 査 法 人 

 

 代 表 社 員 公認会計士 松  永  幸  廣  ◯印

   

 社 員 公認会計士 高  津  靖  史  ◯印

   

 社 員 公認会計士 中  村     源  ◯印

   

 

当監査法人は、第二種指定電気通信設備接続会計規則（平成２３年 総務省令第２４号）第１１条の規定に基づ

き、ＫＤＤＩ株式会社の第２９期事業年度（平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日まで）の移動電気通信

役務収支表について検証を行った。この移動電気通信役務収支表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は、独立の立場から移動電気通信役務収支表に対する結論を報告することにある。 

なお、会社が行うすべての事業に係る費用及び収益を移動電気通信役務収支表として整理する際に用いた基礎数

値は、当監査法人が会社法に基づく監査を実施した第２９期事業年度の計算書類等を作成する基礎となった会計帳

簿に基づいている。 

当監査法人は、業種別委員会実務指針第４３号「電気通信事業者が作成する基礎的電気通信役務損益明細表等に

関する公認会計士等による証明書発行業務に係る実務指針」（日本公認会計士協会）に準拠して検証を行った。こ

の実務指針は、当監査法人に移動電気通信役務収支表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。検証は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した費用及び収益の配賦基準となる数値の検証

も含め全体として移動電気通信役務収支表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、検証の結果として

結論を報告するための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の移動電気通信役務収支表が、第二種指定電気通信設備接続会計規則及び同規則第９条の規

定により総務大臣に提出する配賦整理書に基づき、ＫＤＤＩ株式会社の第２９期事業年度（平成２４年４月１日か

ら平成２５年３月３１日まで）の移動電気通信役務及び移動電気通信役務以外の電気通信役務に係る収支の状況を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

会社と当監査法人又は代表社員・社員との間には、公認会計士法の規定に準じて記載すべき利害関係はない。 

 

以  上 
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４.移動電気通信役務収支表 

事業者名 ＫＤＤＩ株式会社 

 

事業年度 自 24 年４月 １日 

         至 25 年３月 31 日 

（単位 百万円） 

 役務の種類 営業収益 営業費用

                    

営業利益 

 

営業費 運用費
施設   

保全費 
共通費 管理費 

試験  

研究費

減価  

償却費

固定資産

除却費 

通信設備

使用料 

租税 

公課 

摘要 

要  

移

動

電

気

通

信

役

務 

音声伝送役務 

（携帯電話） 
703,863 528,057 203,740 － 60,664 820 21,969 2,036 90,824 5,462 128,848 13,692 175,805  

データ伝送役務 1,096,000 742,873 281,077 － 119,296 980 26,864 3,135 183,472 13,238 94,360 20,446 353,127  

小計 1,799,863 1,270,931 484,818 － 179,960 1,800 48,833 5,171 274,297 18,701 223,208 34,138 528,932  

移動電気通信役務  

以外の電気通信役務 
532,773 499,696 128,963 57 78,954 634 21,745 1,457 75,700 4,836 180,868 6,476 33,077 

 

合計 2,332,637 1,770,627 613,781 57 258,915 2,435 70,579 6,629 349,997 23,537 404,077 40,615 562,010 
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１ 配賦整理書の紹介及び入手方法 
（１）配賦整理書 

当社では、移動電気通信役務収支表を作成する際に準拠した費用及び収益の配賦の基

準及び手順を記載した書類「配賦整理書」を作成し、一般に頒布しております。 

 
（２）入手方法 

当社ホームページの接続会計報告書等より入手できます。 

http://www.kddi.com/corporate/kddi/kokai/setsuzoku_kaikei/index.html 

 
２ 第二種指定電気通信設備と他の電気通信事業者の電気通信設備との接続 

に関して取得すべき金額の、原価算定上の重要な変更に伴う影響額 
該当事項はありません。 

 

３ 特に重要な費用の配賦基準の説明 
   該当事項はありません。 

 

４ 用語解説 
 第二種指定電気通信設備 

  その一端が総務省令（施行規則第 23 条の９の２第２項）で定める移動端末設備（以下「特

定移動端末設備」という。）と接続される伝送路設備のうち同一の電気通信事業者が設置す

るものであって、その伝送路設備に接続される特定移動端末設備の数の、その伝送路設備を

用いる電気通信役務に係る業務区域と同一の区域内に設置されているすべての同種の伝送

路設備に接続される特定移動端末設備の数のうちに占める割合が総務省令（施行規則第 23

条の９の２第３項）で定める割合を超えるもの及び当該電気通信事業者が当該電気通信役務

を提供するために設置する電気通信設備であって、総務省令（施行規則第 23 条の９の２第

４項）で定めるものであって、告示（「電気通信事業法第 34 条第１項及び電気通信事業法施

行規則（昭和 60 年郵政省令第 25 号）第 23 条の９の２第１項の規定に基づき、他の電気通

信事業者の電気通信設備との適正かつ円滑な接続を確保すべき電気通信設備を指定する件」

（平成 14 年２月７日総務省告示第 72 号））で指定された次の電気通信設備。 

・ 電気通信事業法施行規則第 23 条の９の２第４項第１号の交換設備（ルータにあっては、

ルータを設置する電気通信事業者が提供するインターネット接続サービスに用いられる

もののうち、当該インターネット接続サービスに用いられる顧客のデータベースへの振り

分け機能を有するものは除く。） 

・ 電気通信事業法施行規則第 23 条の９の２第４項第１号ロの交換設備相互間に設置される

伝送路設備 

・ 電気通信事業法施行規則第 23 条の９の２第４項第２号の伝送路設備 

・ 信号用伝送路設備及び信号用中継交換機 
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・ 携帯電話の端末の認証等を行うために用いられるサービス制御局 

・ 他の電気通信事業者の電気通信設備と前各項に掲げる電気通信設備との間に設置される

伝送路設備（第２項から前項までに掲げるものを除く。） 

 

役務の種類 

二種接続会計規則別表第二 移動電気通信役務収支表にて区分されている次の役務の種類 

・ 携帯電話（移動電気通信役務のうち音声伝送役務の中のひとつの役務） 

・ データ伝送役務（移動電気通信役務のうち音声伝送役務以外の役務） 

・ 移動電気通信役務以外の電気通信役務 

 

直課 

  役務の種類に費用を直接に帰属させること。 

 

配賦 

  収益及び費用との直接の因果性を見出すことが困難なものについて、直課の方法によらず、

固定資産価額比等を直接用いて、役務の種類等へ収益及び費用を帰属させること。 

 

５ その他 
  当社は、二種接続会計規則別表第二 移動電気通信役務収支表にて区分されている次の役

務については、提供していないことから、当該欄を省略して作成しております。 

・ ＰＨＳ（移動電気通信役務のうち音声伝送役務の中のひとつの役務） 

・ その他の移動体通信（移動電気通信役務のうち音声伝送役務の中のひとつの役務） 
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